
令和４年度 テレワーク先駆者百選 総務大臣賞 受賞企業 別紙４

（五十音順）

企業名
業種、所在地、

従業員数
取組の特徴

アルー
株式会社

サービス業
（他に分類されないもの）
東京都、156人

管理職を巻き込んでテレワーク時のコミュニケーションの課題解消に向けた取り組みを実施。
• 全社で経験や知識を収集する仕組みを設け部署横断的に知見を共有。

株式会社
イマクリエ

サービス業
（他に分類されないもの）
東京都、38人

 フルリモート体制を敷き、東京本社の通勤圏外の社員が全体の7割を占める。
• 農業・畜産等の兼業社員も勤務可能となり、社員の多様性、企画力の幅が広がった。

株式会社
ジェニオ

情報通信業
兵庫県、24人

徳島県三好市のサテライトオフィスに本社機能を一部移転。地域でのIT人材育成・採用に注力。
• 全社員対象に完全テレワーク又はハイブリッド勤務へ移行。コストダウンの経営効果も顕在化。

ソフトバンク
株式会社

情報通信業
東京都、22,137人

事業所をサテライトオフィスとして開放するなど、現場の働き方に合わせたテレワークを推進。
• 在宅勤務ガイドブックの作成や社内研修により、リモート下でのマネジメントのコツや工夫を共有化。

株式会社
PHONE APPLI

情報通信業
東京都、253人

毎月の全社員調査も踏まえ、「ルール」「ツール」「プレイス」の３軸から働き方改革を推進。
• 山口県萩市にアプリ開発センターを開設し、地元学生を開発エンジニアとして雇用。

株式会社
リコー

製造業
東京都、8,780人

制度改正により、実施対象者や日数、場所の制約を撤廃し、遠隔地居住も可能に。
• バーチャルオフィスの導入や業務のデジタル化を進めるほか、コストダウンの経営効果も顕在化。
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